
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申込者等は、次に揚げるすべての要件を備える者でなければならない。 

１）申込者自らの住宅を建築するための宅地を必要としている者 

２）分譲地に住民票を移すことを確約する者 

３）宅地の引き渡し後３年以内に住宅の建築に着手し、住宅の完成後に自ら居住する者 

４）分譲代金の支払い及び当該分譲地に住宅を建築するための資金の調達ができる者 

５）市町村民税の滞納が無い者 

６）申込者等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成 3年法律第 77号)第 2条第 6号に規

定する暴力団員に該当しない者。また、暴力的不法行為及び公序良俗に反する行為を行わないこと。 

７）行政区の地区民として地域の活動に積極的に参加する意思を有すること。 

※この度の宅地分譲は特別な事情として、以下の要件を別に定めます。 

８）最上川中流・上流緊急治水対策プロジェクトに伴う移転対象者であること。 

お申込みから宅地引渡までの流れ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・令和８年８月１０日から令和８年８月２１日まで 
【提出書類】 

①宅地分譲申込書及び誓約書 

②住宅に居住しようとする者すべての住民票 

③申込者等納税義務のある者全員の納税証明書 

・令和８年８月下旬ごろ 
・町から申込者に宅地分譲申込結果通知書を送付します。 

・分譲の可否について通知いたします。 

・同一区画に複数の申込みがあった場合は抽選その他公正な方法により決定いた

します。 

・令和８年９月上旬ごろ 
・町と申込者で分譲契約を締結いたします。 

・契約の際、契約にかかる印紙代及び分譲代金の１０％を補償金として納付いた

だきます。 

・分譲代金完納後、宅地引渡手続きを行います。 

・町から買受人へ宅地分譲地引渡書を提出し、引き渡し後、町が速やかに登記手

続きを行います。 

※移転登記に要する登録免許税その他の費用については、買受人負担になりま

す。 

申込受付 

分譲決定 

分譲契約 

 

≪申込条件等≫ 

分譲に当たっては次に揚げるすべての要件を備える者でなければならない。 

１）宅地を宅地以外の用途に使用しないこと。 

２）併用住宅の場合、店舗等の面積は、建築面積の２分の１以内とすること。 

３）宅地の売払いを受けた日から 10年以内は町長の許可なく他に転売、貸付け若しくは所有権移転をしな

いこと。ただし、災害、転勤、病気や事故による家族の事情、相続、同一家族間の継承により当該権利

が移転する場合、滞納処分、強制執行、土地収用法等による所有権移転登記は除く。 

４）土地の管理及び住宅等の建築にあたっては、当該地域の風致景観を損なう事の無いよう配慮すること。 

５）この告示又は売買契約書の条項に違反しないこと。 

６）その他町長が特に定める事項に違反しないこと。 

≪分譲の条件等≫ 



 

 

大石田町定住促進助成金 

【住宅を新築した場合最大２００万円】 

基本助成額：１００万円 

建築主加算（建主が 50歳未満又は移住者）：５０万円 

子育て世代加算（子育て又は新婚世帯）：３０万円 

町内業者加算(町内業者と新築工事契約した方)：２０万円 


